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日本の子どもを取り巻く支援体制に関する現状と課題 

－こども家庭庁の基盤となる子育て世代包括支援センターを中心とした A市と B市の比較から－ 
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１．研 究 目 的 

少子化対策，児童虐待，子どもの貧困やひとり親家庭，いじめや不登校，障害児支援

などの諸問題への対応のため，近年のわが国の子どもを取り巻く制度は，幼児教育と保

育，母子保健，医療等の分野で大規模な改正が相次いでいる。2016 年には，子育て世

代包括支援センター（法律上は母子健康包括支援センター）を法定化し，保健師等の配

置による妊産婦等からの相談が強化された。2018 年には，生育基本法が制定され，成

育過程にある人やその保護者，妊産婦に対する切れ目のない医療と福祉等の提供を目指

している。そして現在では，「こども家庭庁」に関する法案が審議され，更なる総合的

支援の拡充を図ろうとしている。この制度改正の際，参考とされたものの一つが，フィ

ンランドで実践されている「ネウボラ」である。「ネウボラ」とは，アドバイスの場と

いう意味で，妊娠期から出産，そして就学前までの子どもの成長・発達の支援と，母親・

父親・きょうだい等を含む家族全体の心身の健康サポートも目的とした制度である。 

橋本ら（2022：印刷中）は，フィンランドのネウボラを軸として，現在の日本の子ども

を取り巻く支援体制を A 市における実態把握（図 1）を基に考察し，関係性の図式化を

行った。しかし，他地区との比較ができていないという課題が残った。 

そこで，本研究では，社会資源や人口規模の異なる A 市と B 市の比較を行うことで，子

どもを取り巻く支援体制に関する現状と課題について明らかにすることを目的とした。 

２．研究の視点および方法 

橋本ら（2022：印刷中）が調査を行った A 市と比較検討を行うため，同県内にある中核

市以外の市のうち，人口規模が比較的小さく，平成の合併を経験している B 市を選定し，

聞き取り調査を実施した。 

（1）調査対象：B 市子育て世代包括支援センター職員 2 名（保健師 1 名・助産師 1 名），

母子保健 担当課職員（保健師）2 名，障害福祉担当課職員 1 名を調査対象とした。 

（2）調査時期・方法：令和 4 年 6 月に，市役所内にて半構造化面接を行った。  

（3）調査内容：①子育て世代包括支援センターの概要（体制，業務内容，分担等），②連

携体制・実態，③相談内容・方法，④課題の 4 項目について聞き取りを行った。 

３．倫理的配慮 

聞き取り調査は，川崎医療福祉大学倫理委員会の審査（受付番号：19-082）を受け実施

した。また，日本社会福祉学会の「研究倫理規程」に基づいた配慮を行った。 
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４．研 究 結 果 

B 市支援体制を図 2 にまとめた。B 市の

子育て世代包括支援センターは，利用者支

援型（基本型）を中心業務とし，母子保健

部分は，別の部署と連携しながら実施する

形態をとっている。そのうえで，B 市の子

どもを取り巻く支援体制の特徴として，①

市が支援体制の中核をなし，医療・保健部

門の連携が密である，②社会資源の多くが

公立であるため連携がとりやすい，③児童

相談所，児童家庭支援センターに代わり，

要保護児童連絡協議会と連携している，④

障害のある子どもの支援に関しては障害福

祉担当課が外部機関と連携し行う，という

4 点があげられる。  

また，B 市は，旧市町村のコミュニティ（a～ⅽ地区の 3 つ）があるが，子育て世代包

括支援センターはｂ地区のみに設置されている状況である。そこで，妊娠時面接の際には

オンラインにて行うなど ICT を活用した運用を始めたところであった。  

５．考 察 

 A 市（図 1）と B 市の聞き取り調査から得られた支援体制を比較した結果，日本の子ど

もを取り巻く支援体制の課題として，以下の 3 点を指摘することができた。 

① 家族全体への包括的・継続的支援機能の充実 

妊産婦や乳幼児，その家庭の状況は経過によって変わるものであるため，包括的・継続

的支援を行うことが求められている。しかし，現在の支援は，年齢や状態により支援者が

変動する状態にある。家族全体を包括的かつ継続的に支援する機能の充実が望まれる。 

② 保健と福祉の連携強化 

障害対応や権利擁護等の福祉的視点が強い支援は，子育て世代包括支援センターから福

祉を主とする他部署・他機関に支援の中心が移行する現状にある。保健と福祉の連携を強

化し，双方の視点を取り入れた支援体制が必須である。 

③ 広域的なネットワークの確立 

社会資源は，地域格差が生じている現状がある。小規模な市町村の場合，公立公営の場

合も多く，行政機関との連携がとりやすい反面，柔軟性に欠ける状況がある。広域的に利

用でき，かつ情報共有を安定的に図ることができるネットワークの確立が必要である。 
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図 1 A 市の子どもを取り巻く支援体制  

図 2 B 市の子どもを取り巻く支援体制  
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